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これまで私は，アメリカ， 西ドイツ，イギリスにおいて， industrial demoocracyへ
の動きがいかに展開されたか，について概観した。以下は，このような問題が日本におい
てどうであったか，について苺えてみたい。第二次大戦後の日本労働組合運動の昂揚の中
で， わが国最初の生産管理戦術が行われた第一次•第二次読売争議と経営協議会指針，
1955年の日本生産本部提唱の労使協議制の発展とこれをめぐる労使関係に焦点をあてるこ
とにするo.
1) とくに今年に入って「経営参加」を冠する書物や論文は少なくなった。どうやら経営
参加論ブームはすぎ去ったようだ。熱しやすく醒めやすい日本人の特性といってしま
えばそれまでだが，基本的には，鏃論が日本の具体的な現実で考えられない，つまり
議論が実践や実務と遊離したところにすすめられたところにあったように思われる。
以下は，本誌第28巻第6号 (128ページ），第29巻第 1号(41~2ページ）所載の文献リ
ストに洩れたもの，および以後に発表されたもののリストである。以下のうち1979年
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大橋昭一他2名著「経営参加の思想』は，欧米で形成されて来たさまざまの経営参加
の問題を体系的に分析し， 日本の問題点を手際よくまとめており， 1976年日本労働協
会編『経営参加の論理と展望」とともに，経営参加の好箇の参考書である。
〔196心AllanFlanders, T加 FawleyProductivity Agreem暉 ts~ACase Study 
of Mangement and Collective Bargain切g~,Faber & Faber 
〔196釘 GilesRadice, 7", 加 IndustrialDemocrats~Trade Unions in an Uncertain 
World~, George Allen & Unwin, London 
〔196釘 KenCoates and Anthony Topham, Industrial Democracy in Great 
Brita切， Macgibbon& Kee 
Allan Flanders, Ruth Pomeranz atid John Woodard, Experime屯切Industrial
Democracy~A Study oft加JohnLewis Partnership~, Faber & Faber 
〔1911〕関西生産性本部「革新と参加への課題一＿関西における労使関係の実態調査
報告＿』
J・ヤナイ・ダブ／アミラ・ゴールド・ファルプ著， 本間康平／磯部成志訳「経営参
加ー一新しい産業関係システム一』（日本能率協会）
〔1972〕日本労務学会編『経営労働における疎外と参加』（中央経済社）
〔1973〕日本労務学会編「経営労働における人間性回復』（中央経済社）
〔1976) 日本生産性本部『日本の労使協議制その実態と課題――—制度と運用に関する
調査報告」
Hugh Clegg, Trade Unionism仰 derCollective Barga切切g~A Theory based 
on Comparisons of Six Countries~ Basil Blackwell. Oxford (7. lndustial 
Democracy) 
Paul Bernstein, Workplace Democratization ~Its Internal Dynamics~ Trans-
action Bo<止s
〔1977〕日本生産性本部『労使協議制の現状と成果—一ー産業別，企業別労使協議制の
事例研究」
J. R. Carey-Hall, Worker Participation in Europe, Croom Helm, London_ 
John Bank and Ken Jones, Worker Directors Speak~T, 加 BritishSteel Cor-
poration Employee Directors~ Gower Press 
Eric Batstone. Ian Boraston and Stephan Frenkel, Shop Stewards切 Action
~T. 加 Organizationof Workplace Conflict and Accommodation~ Warwick 
Studies in Industrial Relations, Basil Blackwell. Oxford 
〔1978〕日本労務学会「日本的労務管理の新展望』（中央経済社）
隅谷三喜男編著「労使関係の国際比較』（東大出版会） (VII粟田健「イギリろにおける
経営参加問題」）
Michael Poole, Workers'Participation切 Industry,New Revised Edition, 
Routledge & Kegan Paul, London 
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1945 (昭和20)年8月15日をもって，わが国の戦時体制に終止符が打たれた。戦後の労
働政策はボッダム宜言第10項の人権尊重にもとづく産業民主主義を理念とした「日本政符
は日本国民の間における民主主義的傾向の復活強化に対するすべての障害を除去しなけれ
ばならない」とする基本方針に源を発し，極東委員会の十原則やアメリカの対日管理方針
から示された多くの指令，勧告によって具体化された。この民主化の窮極の目的とすると
John Eliott, Conflict or Cooperation? The Growth of Industrial, Democracy, 
Kogan Page 
Amira Galin and Jay Y. Tabb; Workers'Participation in Management in 
Israel ~Successes and Failures~, International Institute for Labour Studies 
Friedrich Furstenberg, Workers'Participation in Management in t加 Federal
Republic of Germany, IILS 
L. Greyfie de Bellecombe, Workers'Participation in Management in France, 
IILS 
〔1979〕大橋昭ー・奥田幸助・奥林康司著『経営参加の思想」（有斐閣新書）
隅谷三喜男編著「現代日本労働問題」東京大学出版会（氏原正治郎「団体交渉と労使
協議ー一わが国における経営参加の一つの問題一」， 石川晃弘「経営参加と労働者
意議」）
日本労務学会「低生長下の雇用・賃金・労務』（中央経済社）
法政大学国際交流センター編『団体交渉と産業民主制J(木鐸社）
喜多了祐著「経営参加の法理」（勁草書房）
河本一郎編著『経営参加の法理と企業公開の法理』（中央経済社）
H. A. Clegg, The Changing System of Industrial Relations in Great Britain, 
Basil Blackwell. Oxford (Chapter 10 Industrial Democracy) 
Towards Industrial Democracy ~Europe, Japan and t加 UnitedStates~, 
edited by Benjamin C. Roberts, Croom Helm, London 
〔198叩 M ・ドルーロヴィチ著，高屋定国・山崎洋訳「試練に立つ自主管理—ユー
ゴスラヴィアの経験ー」（岩波書店）
竜谷大学社会科学研究叢書『経営参加諸の問題」（同朋舎）
富沢賢治著『労働と国家一ーイギリス労働組合議史ーー」（岩波書店）
Labor Relations in Advanced Industrial Societies ~Issues & Problems~, edit-
ed by Benjamin Martin and Everett M. Kassalow, Caregie Endowment for 
Internatonal Peace (il,-Worker Participation) 
Worker Paticpatipation ~Success and Problems~, edited by Hem C. Jain, 
Praeger Pudlishers 
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ころは， 日本の軍事化の徹底的な破壊である。いち早く大日本産業報国会・労務報国会は
解散され，・治安警察法，治安維持法，出版法その他の法律中の条文で組合活動を弾圧する
＇ものが廃止された。占領政策は労働運動を解放したにとどまらず，さらに労働運動の積極
的保護育成を要請したのであり，「強力なる労働運動の成長並びに労働に関する権利と保
護の確立は， 民主日本に先決的な手続の一部をなすもの」2)であった。 このためまず労働
組合法の制定が急がれこの立法にあたっては広く民間の意見をとりいれる構想の下に10月
27日労務法制定審議委員会が設置され即日立法活動に入った8)0 -
労働政策の面におけるこのような動きに併向して，労働者の闘争と組織運動もまたその
胎動を始めた。 1945年10月以降，戦前の諸組合がつぎつぎに再建されるとともに，過去に
おいて全く労働組合の組織をみなかった産業部門にまで結成されていった。日本の民主化
は，敗戦という例外的な条件下に強制されたものであった。しかし，物価の高騰と食糧の
不足からする生活不安は労働者の闘争に拍車をかけ，多くの場合，労働組合の結成は即争，
議の開始を意味した。｀労働者の闘争は，かわき切った草原に火がついたように拡がった。
労働者を包んだ燃えるような熱い雰囲気の中で組織化が進んだ。運動にともなう諸条件を
認識しダイナミックにみとぉすことのない，外的条件に盲目な活動であった。敗戦の解放
感と安堵感の中で，新しい勢力の））ーダーたちにおいて，この点にかんする認識不足が最
もはなはだしかった。
戦後のわが国の労働組合の組織は，個別企業または職場毎に組織されていったところ
に，最大の特色が存した。組織化の過程において，使用者の積極的な援助によって組織さ
れた組合も少なくなかった。そして，戦前の労働組合の組織が，主として筋力労働者が中
心であったのに対し，戦後においては，新聞，教職員，官公吏等いわゆるホワイト・カラ
一労働者の分野に組織が進展し，産別会議の結成に大きな役割を果したのも新聞単ーであ
2) 1946年8月GHQ労働諮問委員会『日本における立法および労働政策に関する勧告」
占領軍の労働政策については，竹前栄治氏の実証的な研究がある。
「アメリカ対日労働政策の研究』日本評論社， 1970年「1949年労働法改正前史一~占
領政策を中心として一一」（中村隆英編『占領期日本の経済と政治』東大出版会，
1979年，所収）
「昭和24年労働法改正と占領政策一労働省改正試案発表まで一」『労働問題研究』
1980年・創刊号，五月社
3)労働省『資料労働運動史・昭和20~21年」 1951年， 3ペー ジ。
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った。労働組合への職員層の参加が一般化した。とも角，企業別に，職場毎に組合を組織
し，労職一括して組合に加入するという安易な方法がとられた。この安易かつ性急に組織
されたところに，根本的な欠陥を内包していたのである。
戦後の日本労働運動史上，最初の大争議となった読売新聞社の争議は，わが国初の生産管
理戦術を生み出すことによって，以後の労働運動に大きな影響を与えたものである。
1945 (昭和20)年9月3日，連合国の占領軍が戦犯指定と逮補を開始した日，読売新聞
社の副参事・次長クラスの有志が，新聞の戦争責任の追及，待遇改善などの五項目の要求
を，正力松太郎社長に意見具申したときに，第一次読売争議の事実上の口火が切られた。
そして約1カ月後の10月19日．これらの要求を，論説委員7名，編集局，調査局の副参事
ら35名，計42名を中心とする民主主義研究会発起人の名で書面提出し，同23日，従業員が
全社員大会を開催して，正力社長以下全重役および全局長の総退陣を決議し，翌24 日，•こ
の決議とともに読売新聞社従業員組合の公認を加えた諸要求が，会社側によって全面的に
拒否された。そしてこれら運動の指導者と目された鈴木東民外5名は退社を命ぜられるに
いたって，同日，社員大会は闘争委員会を組織して，「新聞の自主管理」を宣言，翌日か
ら「全社員の結束によって紙面製作を継続する」ことになり，・12月12日まで約90日間にわ
たって争議が展開された。
ここにわが国最初の生産管理が行われたのであるが，この戦術は，編集のリーダーたち
が，丸の内帝劇わきの中華料理店に集っているとき考え出され，工場代表の支持をとりつ
けてはじめられたものであり，共産党の指令ではなく，新聞労働者の創意から生み出され
たものであった0。第一次争議は，「経営協議会を設置し，編集および業務にかんする重要
事項を協議すること」．正力社長の辞任，従業員組合の承認など要求の大半をかちとって
12月に一応収拾されている。以下に述べるように， 1945(昭和20)年末から1946年夏にか
けて，労働運動の高揚の中で生産管理闘争が急速に一般化するのであるが，それは，共産
党の指導もさることながら，「当時170万の発行部数をもつ『読売」の紙面をつうじて，労
働者階級に，この戦術の有用性を知らせた宜伝煽動の力も大きかった」5)のである。
鈴木東民組合長が編集局長に就任し，編集は勿論，人事，業務の一般に至るまで，経営
協議会を通じて有力な発言をなしえた。主筆，論説委員会幹事，工務局長，業務局長とい
4)増山太助「読売争議1945/1946』（亜紀書房， 1976年） 57~8ペー ジ。
5)増山太助前掲書62ペー ジ。
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う重要ボストが第一次争議中の「最高闘争委員会」によって占められた。山本潔氏によれ
ば， この「経営協議会」体制は，「闘争委員会」ののめり込みにほかならず， また労働組
合の空洞化の体制でもあった6)。 当時のわが国の労働組合は，職員，技術者，労働者一括
加入の「混合組合」であり，職員が積極的に闘争に参加し，生産管理闘争にあって平常の
管理機構をそのまま労働組合の指導のもとに生産管理委員会にきりかえていた。経営協議
会と労働組合とを区別することなく，それが労働組合運働を阻害し，敗戦直後の客観的条
件に対応する姿勢を欠いていたのである。 1946年2月1日，いわゆる「四相声明」が発せ
られる。すなわち日本鋼管鶴見製作所の争議に際して，集団の威力のもとに会社幹部に対
し，「暴行，脅迫または所存権侵害」が行われたとして，内務，司法， 商工， 厚生の四大
臣連名による生産管理に対する警告が発せられ， 2月8日にはこの声明にもとづき，内務
省警保局長名をもって， 「不法行為の防止取締」についての通牒が発せられた”。 山本潔
氏は，労働運動に対する占領政策の転換が， 1946年5月20日のマ司令部の大衆示威禁止に
はじまったとされる丸 ヨーロッパにおげる米ソの対立が表面化し， 5月29日には共産主
義を批判する国務次官アチソンの声明が発表されている。共産党も占領軍の解放軍規定を
放棄し， 日本政府もまた6月12日「社会秩序保持に関する政府声明」を発表し，生産管理
に対する政府の強硬な態度を表明していた。四相声明以降の政府の態度が，経営者側の立
ち直りと相互連帯の動きを促進する結果となった。
第二次読売争議は，第一次読売争議の妥結後，約6カ月たった1946(昭和21)年6月4
日の『読売』紙面がキッカケとなって惹起された。
占領軍は解放軍であると同時に支配者であり，占領直後の1945年9月に早くもプレス・
コードを定め，「記事は事実に即して書き編集上の意見は絶対に避けなければならない」
と指令している。 1946年の労働運動の高まりとともに，読売新聞の紙面も準アカハタとい
われるほどのものになっていた。 6月4日の読売本紙一面トップには， 「食糧供出促進に
新措置」という記事が掲載され，その末尾に「••…•政府の態度は本質的に地主擁護の性格
をもつものとされている」という結語がついていた。この結語がプレス・コードに違反す
るということでGHQ民間情報局インボデン少佐から，厳重な警告を受けた。それから 6
6)山本潔著「読売争議 (1945~46年）」 （お茶の水書房， 1978年） 122~5ペー ジ。
7)山崎五郎著『新補改訂， H本労働運動史』（労務行政研究所， 1966年） 114~5ペー ジ。
8)山本潔前掲書144~8ベー ジ。
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日後の 12日に， 会社側は， 「総司令部の意思」と「『編集権jの確立」という理由のもと
に，鈴木東民編電局長他五名の退職を求めたので，事態はいっきょに紛糾， 13日に日本新
聞通信労働組合読売支部は緊急大会をひらいて，対策を協議した結果，これは不合理な理
由による不当な馘首であるから， 会社側はただちに首切りを撤回し， 「経営協議会で本問
題を処理するよう要求する」ことになり，馘首問題をめぐって実質的な争議状態に突入し
た。
経営者側の態度は，前年末と異なり，まわめて強硬であった。一方，組合側は，客観状
勢の急展開に対処すべき明確な方向づけをなすことができず， 10月16日，産別会議の「＋
月闘争」のトップを切った新聞ゼネストの挫折，放送ストによる支援のもとで妥結するま
で， 127日間の長期にわたって争議がつづいた。指導グループが「編集幹部の交替を認め
組合の統一を守る」という一歩後退の戦術をとったのをきっかけに争議団はついえさるの
である。
読売新聞にはじまり，京成電車， 日本鋼管鶴見製鉄所，高萩炭鉱，東芝など全国的に拡
がった生産管理闘争は，工場管理，職場占拠を背景に，労働組合の承認，団体交渉の要求
にはじまり，あるときは大衆団交型の交渉となり，労働協約の締結，経営協議会の確立に
よる経営参加の獲得がめざされるようになる。例えば，東京南部の石井鉄工所蒲田工場の
労働協約は，八時間労働制，最低賃金，工場員の差別待遇の撤廃などのほかに，クローズ
ド・ショップ，工場経営委員会の設置を定めている。ここにいう経営協議会とは，工場長
を議長とし，工場長と組合長が同数ずつえらんだ人員によって構成され，人事，資金，資
材について協議するものである9)。生産管理闘争は労働協約において，資本の経営権，人
事権を奪取する方向を示した。工場ソビエト的闘争が活発化する情勢に対応して， 1946年
6月12月の政府声明「社会秩序保持に関する政府声明」は，「最近起った生産管理なるも
のは正当な争議行為と認め難い」といいID), 「『経営協議会」に関する内閣書記官長談』
(6月13日）は，「現在なによりも必要なことは．，企業者側と労働者側との民主的な協力に
よって生産を増すことである。……経営協議会を立派に活用して生産を増すために一段と
努力して下さることを切に希望する」と述べている。
9)竹内静子著『戦後社会の基礎構造」（田畑書店， 1978年） 121~2ペー ジ。
10)なお生産管理の合法性については， 1950(昭和25)年1月15日の山田鋼業事件にかん
する最高裁判決が，生産管理が違法な争議行為であるとの見解を明らかにし，これが
判例として確立されている。
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厚生大臣の諮問に対する答申の形で発表された中央労働委員会「経営協議会指針jは，
7月17日，このような背景の中で出されたものである。同指針は，（イ）経営協議会は産業民
主化の精神に基き，労働者をして経営に参加せしめるための常設の協議機関であり，（口）使
用者と労働組合との労働協約によって設けられる，ことを骨子としている。
ここでは経営協議会は，団体交渉にもとづく労働協約上の機関であって・団体交渉とは
別個の労使の対話の場と考えられている。その意味では Whitley委員会の jointcon-
sultationと同じく労使の団体自治の線上にあるものである（この点はその後の労使協議
制では後退した）。 しかし同指針は「協議会設置の故をもって事業幹部の経営全体を総括
指揮する権限と職責とに何等の変化があるわけではない」と究極的には「経営権」を強調
し，問題が労使間で解決できない場合，事業幹部は最終的に決定を行なう責任をもつこと
を明らかにしている。．ともかく同指針は経営上の問題一一生産計画及びこれと実行するた
めに必要な作業計画等ー一ーが経営協議会で検討されることを示唆した点で，総合的経営参
加の可能性を認識したものである。しかし，同指針は Whitley協議会のように，労使関
係の中心に団体交渉をおき，基本的な労働条件と労働協約に定め，協約によって解決され
るに適当でないところの多くの問題を jointconsultationによって処理さるべきことを
明確にしたもの11)ではない。団体交渉とその機能が混滑するものを，当初からもっていた
のである。
そして，敗戦日本の深刻な生活難の中に，労働者の支配層に対する反感が強く，また従
来の権威と秩序に対する信頼感なく，労使間に産業民主主義のイデオロギーが育つ雰囲気
はなかったのである12)。
11)経営参加論考 (2)経済論集第巻第1号50~51ページ参照。もっともイギリスにおいて
も， shopstewardsによる職場・工場レベルの団体交渉の発展により， 現実には交
渉と協議制の差異は狭まりつつある。
12)松下電器元労務担当取締役遊津孟氏が，『内部からみた松下電器の労使関係」（日本実
業出版社， 1979年）の中で当時の松下電器の労使関係について，つぎのようにいって
いる (179~84ページ）。松下電器の「労働組合が昭和21年1月30日に結成されたと
き，当時としては全く異例のことであったが， 組合結成大会に松下氏は出席し， 「正
しく新しい経営と正しい組合は必ずや一致する」と挨拶した。組合が会社に初めて出
した要求書の中に「経営について発言権を持つことを承認されたし」の項目があり，
これに対し会社は昭和21年2月21日付をもって，これを承認し，第1回目の経営懇談
会が7月3日にして行われ，その後， 10月5日に締結された労働協約は，経営協議会
について以下の項目を定めた。
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生産管理I)争議 (1945~48年）
件数 参加人員 件数参加人員
1945年10月 1 2,000 6月 5 401 
12月 4 6,674 7月 14 11,248 
1946年 1月 13 29,029 8月 20 1,083 
2月 20 15,806 9月 14 794 
3月 39 20,651 10月 18 732 
4月 ・53 34,815 11月 21 952 
5月 56 38,847 12月 19 1,250 
6月 44 18,056 1948年 1月 18 l,417 
7月 25 4,278 2月 16 590 
8月 28 23,244 3月 21 1,594 
9月 37 22,390 4月 17 3,679 
10月 35 9,138 5月 18 2,057 
11月 24 7,663 6月 19 1,936 
12月 26 8,566 7月 5 1,616 
1947年 1月 34 9,039 8月 5 402 
2月 29 7,228 9月 6 1,631 
3月 25 6,740 10月 3 67 
4月 16 2,087 11月 7 316 
5月 14 866 12月・ 4 781 
（資料出所〕労働省『資料労働運動史』昭和20~21年， 22年， 23年
(1) 原統計では「業務管理」の語を使用している。
生産管理戦術は，組合側においてもこれを実施しても，金融措置，原材料資材の調達，
製品の販売などの面で強い制約を受けるようになりその実施が困難になってきたこともあ
って次第に衰退した。しかし当時の使用者側の経営能力弱体化のもとで，労働協約の中に
「第1条 本会は相互信頼を基調として平等の立場より隔意なき協議をなし以て経営
の民主的体制を確立し事業の発展と従業員の地位の向上を図るを以て目的とす。
第3条本会に於て討議すべき事項概ね左の範囲とす， 1 労働条件並びに給与制
度に関する事項。 2 雇傭解雇の条件並に賞罰の基準に関する事項 3 能率昂揚
及生産増強に関する事項 以下略」
遊津氏によれば，この経営協議会は1947(昭和22)年数回行われたが，その後は持た
れていない。
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組合主導型経営協議会を成立せしめており， 1947年の2・1スト禁止以後，姿勢を立て直
した経営側は，「経営権」思想を前面に打ち出し， それは日本経営者団体連盟(1948年4
月）の「経営権確保に関する意見書」 (1948年5月），『生産管理に対する意見」 (1948年6
月）， 『労働関係調整に関する指針』 (1949年6月）となってあらわれる。政府もまた「民
主的労働組合及び民主的労働関係の助長について」 (1948年12月労働次官通牒）の中で，
「労働者のいわゆる経営権にたいする干与の範囲は，経営者が労働組合の活動に対し干渉
し得ないと同時に労働組合も労働者としての組合員に直接関係ある事項に限らるべき」と
これを支持した。 1949年の労働組合法改正により，労働協約により，労働協約は当事者の一
方の予告により解約できることとなり， 日経連の「労働関係調整に関する指針」 (1949年
6月）が， 「業務並びに生産その他の事項については本来当然に経営者の責任と権限に於
て処理さるべきものである」との観点から， 「従来の経営協議会を廃止」すべきことを強
調したこともあって，労働協約の更改によって，組合主導型経営協鏃会は姿を消していく
ことになるのである。
日本の勤続の長期性—定年までの雇用を意味する終身雇用一~ 自覚され
たのは， 1955 (昭和30)年前後のことである。 日本の大企業の労働者は企業に永年勤続
し，昇進・昇格して他企業に移動することが少ないという関係が明らかにされた。この一
つの要因として1950年ごろ以降の労働組合による解雇絶対反対の闘争があげられる。大量
解雇は労使関係を泥沼化させたから， 1955年前後ともなると，使用者は余程のことがなけ
れば従業員を解雇することはなくなった。かくて，企業と従業員を一体化させる「終身雇
用」慣行が確立をみたのである。
「終身雁用」制は，成人男子労働力の相当部分に対するものである。この制度は，労働
者の雇用を相対的に安定させた。日本の労働市場は，大企業の成人男子労働力を中軸とし
て縦断的であり，産業組織において企業間の生産性格差が大きい。日本の労使関係システ
ムは，企業別交渉を基本的な支柱としている。雇用の相対的安定化が職場の充足の諸要求
を高め， 日本の労使関係システムはその充足に主眼を置いて来た。
戦後，わが国の労働組合は一挙に大量的に発生し， 1947年（昭和22)年においてすでに
550万人を数えた。以後，起伏がありながら漸増したが，大体， 1955年ごろまで保ち合い
であった。朝鮮動乱以降の雇用者数は，大企業における臨時エと中小企業労働者の増加で
あり，これらは組合員増にはほとんど寄与しなかったのである。
これに比べて1955年以降の雇用者増は，絶対的にも相対的にも極めて大きく，規模別の
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雇用増加率は規模の大きくなるほど高い。組織率の高い大企業に大きく雇用者が増加した
のである。
わが国の労働組合員数は， 1955年の600万人台から 1965年には 1,000万人台へ，さらに
1973年には1,200万台に達した。その要因として，わが国の企業別組織形態があげられる。
全員一括加入の形式をとること，新しく大企業に入るものがそのまま組合に組み入れられ
てきたことである。
1979年の労働組合員数1,230万人（推定組織率約33%)という数字は，労働組合が今日
において一つの有力な経済的社会的力となったことを意味している。 1974年以降，労働組
合員数は 1,200万人台で停滞的であるが，これは第一次石油ショック以降，大企業の常用
労働力の増加が停止したことの反映である。
ここ数年，はげしい労働攻勢はみられない。日本の労働組合の behaviorが，生産性に
み合った賃金，あるいは企業存続と両立する賃金要求へと態度を変え， 『労働白書」をし
て， 1979年の春闘の「賃上げ額の決定に当たって企業業績を重視する傾向が引続きみられ
た」 (1980年版10ページ）といわしめたのであるが， その要因の一つは，ここ数年一般に
従業員構成の中高令化，高学歴化がすすみ一ーそれはそのまま組合員構成の高令化を意味
する一一労働組合が次第に現実的指向を求めるものになったことであろう。さらに，賃金
交渉が労使協議制ないし類似の機関で事前に根回しが行われていることである。
1955年3月に発足した日本生産性本部は，その主張な活動の一つに「労使協議制の導入
と拡大」をあげた。生産性本部の定義によれば，労使協議制は「労使が対等の立場に立っ
て，通常，団体交渉の対象とならない経営上，生産上の問題について話し合うために労使
の合意によって設けられた」ものである。
労使協議制は1960年代の後半以降，相当広汎に普及した。
労働省の調査によれば13), 1977 (昭和52)年7月末現在，常設的労使協議機関を設置し
ている事業所の割合は70.8彩，これは1972年の62.8%に比べて8%の増加である。企業規
模別には大企業ほど設置率が高く， 5,000人以上規模では92.6%に達しており， 100~299
人規模においても54.7彩の事業所に労使協議機関がある。日本の企業は労働組合の有無に
かかわらず，労使協議機関をもっているわけである。
13) 「労使コミュニケーション調査」労働省「労働統計調査月報 Vol.;30. No. 5 1978年
5月』，この調査は， 9大産業に属する常雇規100人以上の 5,000事業所，そこに雇用
されている労働者約2万人に対して行なっている。
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日本の労使関係システムは，企業別交渉を基本的な支柱としているから，同一の当事者
からなる労使協議制と団体交渉との関係が問題である。「組合は一方で内容的には団体交
渉も行いうるので， いわば団体交渉も労使協議制も出席者も同じ， さらに鏃題も， 場所
も，やり方も同じという事態が生ずる可能性がある」14)ことになる。
団体交渉は「実力行使を背景として対立する利害の妥協点を見出そうとする」が，労使
協議は「実力行為を背最とせず，あくまで平和的・協力的基調において労使の意思の疎通
をはかろうとする」（石井照久「団体交渉と労使協議制』）とされている。しかし現実には
必ずしも両者が区別されて運営されているわけではない。
日本生産性本部の「日本の労使協議制—その実態と課題ー一」 (1976 年）によれば，
「それぞれ別の制度が設けられていて労使協議機関では団体交渉は行わない」とする分離
型が37.1%,「団体交渉事項については労使協議機関でまず予備的な話合いを行なうとす
る連結型が38.4%で，「二つの制度を特に区別せず，一つの機関で団体交渉事項も処理す
る」とする混合型が24.5%となっている。一見したところ両者は区別がつきにくいが，賃
金，労働時間，その他の労働条件の一般水準については，団体交渉で取扱われているとこ
ろが多い，とされている。上述の日本生産性本部の調査対象のなかには，組合のない企業
が39%も含まれており，組合のない企業のばあい，労使協議制が団体交渉の機能を果すこ
とは当然のこととしても，上述のように，労使協議制を団体交渉と制度的に分離し，協議
事項を特定して，労働条件事項については団体交渉と接合するという内容のものが多い。
これはときには団体交渉を弱体化する。
労使協議制の普及は，その効果が協議制を含む労働協約の数ほどあがっているかどうか
疑問である。労使協議制には「日本的経営参加」の形容詞が付せられているけれども，主
要な協議取項である経営的•生産的事項は報告・説明に終わるものが多い。協議制が有効
かどうかは，協議制によって何を求めるかという目的に関係することで，実際的な生産性
向上の一翼を担った一ー協議制が労使の弾力的な相互作用を可能にし，技術革新下，種々
の合理化への対応や各種の調整に重要な役割を担ったといえる一ーという意味で相当の効
果をあげてきた，といえるとしても参加の意議を求めるとすれば，一般に途はなお遠い
といわなければならない。日本生産性本部の評価するように，労使協議機関が労働条件の
14)島袋嘉昌「日本的労使協議制の特質とその問題点ー一づ主として経営管理的側面から見
た日本的労使関係ないし経営参加の実態を中心として一―-」『日本労働協会雑誌J
1976年6月号第207号， 68ベー ジ。
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維持改善という点で， 「かなりの成果を上げている」とすれば， 労使関係の安定の重要な
原因の一つであり，また日本の経済成長には寄与したであろう。
労働者参加にという観点からすると， 日本企業には，職場懇談会や職場小集団活動が制
度化されていることが主要な特徴である。
QCサークルという小集団が1962(昭和37)年にいくつかの企業内に誕生した。
これはタテの職制ラインとは異質のもので，同じ職場の従業員6~7人が小グループを
作り， リーダーを選んで作業改善や品質向上などのテーマを決め，自主的に取り組んでい
くもの，それは同時に“参加”を通じて，働きがいのある職場作りにもなる。＾その活動は
休息時や就業後の時間外に行ない，形のうえでは無報醍の活動になっている15)という。
従業員関係すなわち契約関係である欧米の労働者には到底真似のできない活動である。
熊沢誠氏の巧みな表現によれば， 「イギリスの労働者階級の言葉づかいで表現すれば，
「われら」が「やつら」のなすべきことまでも「やつら」とさして変わらぬ価値観で遂行
する。この意味において，小集団活動の成功的な普及はきわめて現代日本的な現象」16)なの
である。
日本科学技術連盟（日科技連）のQCサークル本部に登録されているサーク・ル数は，
1979年12月現在で10万を越え，本年末には11万に迫るものとみられ，それへの参加人員は
100万人に近い。日科技連がこの運動の組織化に着手したのは， 1961年になってからのこ
とである。それがこのように急速に普及したのは，技術革新の展開，労働者の学歴水準の
上昇，労働モチベーションの変化がその背景をなしている。この日本式QCサークルの活
動による品質向上一ー企業体質改善一＿が，強い国際競争力を生み出したわけである。
職場小集団活動は，労働者が自発的に問題解決の活動を行なうものとして推進されてい
る。 1970年代においては，職場管理において，権限委譲を促進し，労働内容の再編を通し
て勤労意欲の向上をはかる方針が強化され職場小集団活動は敏感にこれに対応したもので
ある。
結論的にいえば， 日本の企業別団体交渉，労使協議制あるいは近年みられる職場小集団
活動の進展は， これを労使の対話のための形式とみれば， workers'participationであ
15) 「日米の品質， 生産性格差のナゾー日本で育っt""TQCの研究ー一」『週刊東
洋経済』 1980年8月23日号39ペー ジ。
16)熊沢 誠「QC活動の明暗」『日本労働協会雑誌』 1980年7月， 256号， 12ペー ジ。
89 
378 闊西大學『鰹清論集」第30巻第3号
る。しかし， 各企業でのmworkers'paticipationは，経営主導の労使協調になってい
るもの多く，これを直ちに経営の民主化， わが国の industrialdemocracyの進展とは
いいえないのである。 （完）
17)労働組合からの提唱による経営参加がある。松下電器労働組合は， 1955(昭和30)年
1月，現行の労働協約が締結されたとき，団体交渉とは別途の機関として，経営生産
的事項についての労使意思疎通機関として， 「中央労使協議会」と「事業場労使協議
会」を設置している。遊津孟氏によれば（『内部からみた松下電器の労使関係」 187ペ
ージ），週五日制の実施，三十五オ持家制度，従業員遣族福祉制度，仕事別賃金制度，
経営参加などは，すべてこの「中央労使協議会」の所産である。松下の労使組合は，
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1976年の労働協約改訂時に「昨今の複雑多岐かつ激変する経済環境下における経営に
対応するためには労使協議会では限界があり」，「意思決定段階での参加が必要であ
る」として，労働組合から「最高意思決定機構」（取締役会）への参加を中心とする経
営参加制度を要求した。これは1978年7月の中央労使協議会で最終的に合意されたo
その骨子は，会社的レベルで，経営トップと組合三役との「経営委員会」を設置し，
「経営上の重要政策について， 会社が事前に労働組合の意見をきき， また組合から経
営提言する」場とし，会社の経営方針，事業計画，・事業の拡大・縮小にともなう海外
を含めた投資活動，組織変更など重要な経営政策について常務会決定前に事前に協議
すること，としている。
